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　　Ｉ．はじめに

　　平成５年11月に行政手続法が「行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、も

　って国民の権利利益の保護に資する｡」ことを目的として制定され、同６年10月に施行さ

　れたが、税務行政手続については「各税法独自の規定、判例見解、事務運営指針で必要な

　事項が定められ、国税通則法等において必要な範囲の手続を規定して完結した独白の体系

　が整備されている｡」という理由により、「行政指導」「届出」の一部を除き適用除外とされ

　た。しかし、国税通則法は調査着手後の手続規定が主てs、事前の手続規定が不備であり、

　納税者の権利救済体系が整備されでいるとは言えない。

　　世界の多くの先進国はこの問題に取り組み、納税者の権利を保障する制度を既に施行し

　ている。

　　わが国では平成14年通常国会に野党３党が共同で提出した日本版・納税者権利憲章「国

　税通則法の一部改正案」は審議されることなく廃案になっているなど、以前からこの機運

　はあったが、「納税者の権利は現行国税通則法において、すでに必要な範囲の手続が規定さ

　れており、行政の公正性と透明性が確保されている｡」として、積極的な制定への萌芽はこ

　とごとく摘みとられてきた｡ヅ

　　しかしながら、OECD（経済協力開発機構）が「納税者の権利と義務－OECD各国にお

　ける法制度の現状」（1990年）を公表し、「課税制度の円滑な実施が納税者の協力を必要と

　し‥･こうした協力関係は納税者と税務当局が相互に信頼しあい、納税者の権利がはっきり

　と規定され、保護されることによ･って一段と確立されることになるだろう」とし､｡納税者

　の権利を保障することが、納税義務の適正かつ円滑な実施に欠かせないものであると指摘

　しているように、わが国でも税務当局が守るべき納税者の権利を定めるべきである。

　　また、今日、経済のグローバル化により海外の事業者が増加すること及び給与所得者の

　年末調整制度の廃止と全員確定申告が議論されていることなど、納税者が税務当局と接す

Ｉる｡機会は大幅に増加するので√その環境整備としでも納税者の協力を得るための納税者権

‘利の章典制定は急務である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ。

　　東京税理士会はかねてより「税制改正及び税務行政に関する意見書」の中で国税通則法

　に、「税務行政の公正の確保と透明性の向上を図り、納税者の権利利益の保護に資する｡」

　旨の文言を追加すること、及び、「税務調査手続きに関する規定を整備すること、事後救済

　手続き規定の整備充実を図ること｡」を要望してきた。

　　納税者の権利を定めるのは、国税通則法改正によるべきであるとしてきたことは、合衆

　国憲法修正第５条、第14条その仙で保障されている（due prQcess of law）とおり･法律と

　して制定されるべきであ･り、単なるメルクマール（merkmal）であってはならないという理由

　によるものである。

　　今回その目的実現を達成するために、納税者権利の章典制定を提唱するものである。
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ｎ．制定国の状況

　納税者権利憲章を既に制定し運営している国もあり、その簡単な概要を示すと次の通り

である。

１．各国の納税者権利憲章制定年月

　　１９７５年　　フランス　　「税務調査における納税者憲章」制定

　　１９８５年　　カナダ　　　「納税者権利宣言」採択

　　１９８６年　　イギリス　　「納税者憲章」制定

　　１９８８年　　アメリカ　　　「納税者権利章典」制定

　　１９９０年　　インド　　　「納税者権利宣言」採択

　　１９９７年　　韓国　　　　　「納税者権利憲章」制定

　　１９９７年　　オーストラリア「納税者憲章」制定

　　１９９８年　　スペイン　　「納税者権利憲章」制定

　　２０００年　　イタリア　　「納税者の権利憲章に関する法律」制定

２．各国の納税者権利憲章の採択方法

　（1）政府の政策方針または課税庁の政策宣言として憲章を制定し、それに従って税法の中

　　にある手続規定を整備する方法（カナダ、イギリス型）

　（2）租税手続法を制定し、それに基づき一般国民、納税者向けの簡易かつ非専門的な文体

　　の宣言文を作成して公表する方法（フランス、韓国型　注1）

　（3）納税者基本法として「納税者権利憲章」ないし「納税者権利章典法」などを制定し、

　　それを税法の手続編ないし通則編に挿入して改正するとともに、その趣旨を一般国

　　民・納税者向けの簡易かつ非専門的な文体で書かれた宣言文を作成して公表する方法

　　　（アメリカの諸州型）

３．納税者権利憲章を導入した各国の内容および要点

内　　容 米　国 英　国 ドイツ フランス 韓　国 日　本

納税者の権利憲章 ○ ○ ×注２ ○ ○ ×

調査の事前通知 ○ ○ ○ ○ ○ ×

代理人選任権の教示 ○ ○ × ○ ○ ×

重複調査の禁止 ○ × × ○ ○ ×

調査終了の通知 ○ ○ ○ ○ ○ ×注3

オンブズマン制度 ○ ○ × ○ ○ ×注４

注１）韓国では、1997年施行の改正国税基本法に次の条項が加えられた。

　　第７章の２　納税者の権利

　　第81条の２（納税者の権利憲章の制定及びその交付）

　　　①国税庁長官は、第81条の３から第81条の９までに規定した事項その他納税者の
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　　　　　権利保護に関する事項を含む納税者権利憲章を制定し告示しなければならない。

　　　②税務職員は、次の各号の一に該当する場合には、第１項の規定による納税者権利

　　　　　憲章の内容が収録された文章を納税者に交付しなければならない。

注２）ドイツでは、租税基本法（祖税手続法典）において、納税者の権利に関する規定が制

　　定されている。

注３）わが国には慣例として過去「是認通知書」の文書の交付があったが「調査終了の通

　　知」は現在に至るまでない。現在は平成10年６月29日付国税庁事務運営指針「調査

　　結果の通知の実施について」に基づいた「調査結果のお知らせ」を納税者の要請によ

　　り発行しているが、以後の調査や更正等が出来ない法的効果を伴うものではない。

注4）Ombudsman system とは行政監察専門員制度、市民の側から政府の行政を監察する制

　　度。米国や英国、スウェーデン、フランスでは既に実施されている。米国では1998年

　　７月議員立法で成立した「ｪRS再編成改革法」の中に新制度の導入（IRS内に「オンブ

　　ズマン局」を設置した｡）と、IRS納税者サービス担当副長官のポストを新設（納税者

　　サービス局設置、当該副長官はオンブズマンと共同して年次状況報告書を作成、議会

　　に提出する｡）した。（資料１）

　　　現在わが国には厳密な意味でのオンブズマン制度はない。官主導の苦情処理相談官

　　はいるが厳密な意味で中立のオンブズマン制度はない。

Ⅲ。日本の状況

　平成５年、行政手続法が制定されたが、第１条２項において、「処分、行政指導及び届出

に関する手続に関しこの法律に規定する事項について、他の法律に特別の定めがある場合

には、その定めるところによる｡」とし、この法律が一般法であり、特別の法律が存在する

場合には、特別法を優先する旨が定められている。

　この規定を根拠として国税通則法第741条の２第１項において、税務において行政手続法

の規定は、原則、適用除外としている。

　現在、総務省は10年振りに行政手続法の見直し作業に入っているが、行政手続法を基本

法とし、前記の第１粂２項を削除すぺきであるが、行政手続法の地位は現在のままで、原

則、適用除外を国税通則法が謳うのであれば、特別法である通則法の整備充実は最も肝要

な課題である。

　わが国の国税通則法や税法は、税務調査学統や更正処分等を行う前の事前手続の規定が

欠けている。そこで、先進諸国の状況に鑑み､納税者の権利を国税通則法に導入するため、

去る2002年７月12日に、民主党、日本共産党、社民党の野党３党共同で「税務行政にお

ける国民・納税者の権利保護に資するための国税通則法の一部を改正する法律案」を衆議

院に提出した。その内容は次のとおりである。
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１．目的の改正

　　　国税通則法の目的に｢税務行政の公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の

　　納税義務の適正かつ円滑な履行および国民の権利利益の保謹に資すること｣を追加す

　　る。

２．税務行政の基本理念等

　(1)税務行政運営の基本理念として以下を明記する。

　　①税務行政の運営は公正を旨とすること

　　②税務行政に関する必要な情報の提供、国民の意見、苦情等への誠実対処

　　③国民のプライバシーの尊重

　　④国民の権利利益の保舗への配慮、納税手続きにおける誠実性の推定等

　(2)国税庁長官は、上記税務行政運営の基本理念にのっとり、税務行政の運営の基本とな

　　る方針を定め、これを公表しなけれぱならないものとする。また、国税当局は、納税

　　における国民の権利利益の確保のための必要な事項の概要を平易な文章にまとめ、普

　一及に努めなけれぱならないものとする。

３．質問または検査の事前通知

　　　税務調査をしようとする場合には、141日前までに、その相手方に対し調査を必要と

　　する主たる理由、調査事項、物件、日時等を書面により通知しなければならず、調査

　　の相手方は日時等の変更を申し入れることができることとする。ただし、検査物件の

　　隠滅等、調査の目的を達成することが著しく困難になると認めるに足る相当な理由が

　　ある場合には、この限りでないこととする。

　しかし、この法律案に対し、政府は既に納税者の権利は法律に盛り込まれているか

らその必要がないとの理由で反対し、廃案となった。

　このことは、1998年４月８日、納税者権利基本法の法制化について、参議院予算委

員会で山口哲夫議員が大蔵大臣に質問したとき、松永大蔵大臣は「一つにまとまった

ものはないが、憲法および法律の規定などによって保障されている。税務行政も納税

者の権利保護に十分配慮しながら適正に行われている。改めて納税者権利憲章などを

制定する必要はないと認識していると考えている｡」という答弁を行い、また、同年５

月27日に、「納税者の権利憲章に関する質問主意書」（※1）を提出したときの答えは。

　ｒ日本国憲法84条の下、国税通則法その他の国税に関する法律において具体的な規定

が設けられているものがあること及び各税法の具体的規定等の趣旨に即した適法な税

務行政により、基本的にその保障が図られている‥･改めて納税者憲章を制定する必要

はない｡」（※2）と時の総理大臣橋本龍太郎氏の名をもって同年６月19日に答弁して

いることを踏襲したものとも言えよう。

　このように、日本においては、納税者の権利が十分に守られていると政府、税務行

政庁は考えている。しかし、日本の租税法は、徴税のためのものであってF納税者の
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義務」を強調・認識する観点が強く、当初から納税者の権利を念頭において考えてい

るとは思えない。また、わが国の租税法は、「納税者の権利」に関する具体的な規定を

有しないことが判例、学説等において指摘されているところである。

IV.租税訴訟の状況

　納税者の租税への関心は、申告納税制度導入当初から考えると大きく変化している。

　そのことは、租税訴訟め現状では･=）きりと読み敢ることが出来る。

東京国税局が公表した「平成15年度における訴訟の概要」の税務訴訟の発生件数は、平成

14年度の104件に対し、平成15年度は171件と対前年度164.4％と大幅に上回･った。

　税目別の発生件数が、所得税が対前年比146.8％のII3件（うち、ストックオプションの

権利行使に係る所得税訴訟60件）であるが、いずれの税目も増力lした。

　訴訟の終総件数は、平成14年度68件に対し、平成15年度134件と約２倍の伸びである

が、納税者勝訴の件数は一部、全部含め34件25､3％であり、前年の14件20.6％を大幅に

増加した。

　なお、平成５年度は訴訟終結件数353件、原告勝訴件数18件（5.1％）であり、勝訴率

については隔世の感がある。

　終結事由別件数の状況を示せば、下記のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、％）
………　　　　　　　　度
　　､、　　　　年

終結事由　　　｀｀｀………

１４ １５ 対前年比

構成比 構成比

取　　下　　げ ７ 10.3 ２ 1.5 28,6

判

決

却　　　　　下 ６ 8.8 ２ 1.5 33.3

勝　　　　訴 ４０ 58.8 ９５ 71.0 237.5

一　部　敗　訴 ７ 10.3 １８ 13.4 257.1

全　部　敗　訴 ７ 10.3 １６ 11.9 228.8

差　　戻　　し ０ 一 ０ 一 一

小　　　　　計 ６０ 88.2 １３１ 97.8 218.3

そ　　の　　他 １ 1.5 １ 0.7 100.0

合　　　　計 ６８ 100.0 １３４ 100.0 197.1

東京国税局ホームページ「15年度における訴訟の概要」より
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Ｖ．納税者権利の章典制定の提言

　税務訴訟と納税者勝訴率の増加は、納税者意識の変化、税理士の訴訟出廷陳述権等様々

な要因によるものであるが、政府答弁にあるような物差しでは税務行政が社会簾境の変化

に対応しきれていない証左である。

　憲法第30条では「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う｡」と規定し、

同第84条では「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定

める条件によることを必要とする｡」と規定し納税義務と租税法律主義を謳っている。

　国民が主体的に申告する申告納税制度の下で、国民の納税義務の適正かつ円滑な履行お

よび国民の権利利益の保護に資するためには、ＯＥＣＤのレポートでも指摘しているとお

り納税者の協力を必要としており、行政サービスの改善が求められている。そのために納

税者権利の章典制定が必要である。

　そこで、納税者権利の章典制定をする場合には、少なくとも次の権利を定め教示される

必要がある。

　１．納税者権利章典の告知を受ける権利

　２．調査理由の開示等を求める権利

　　　調査理由、日時、場所、必要書類の事前通知、調査期間の順守、再調査の禁止、止む

　　　を得ない場合調査開始時期の延期を求める権利

　３．納税者すぺてに平等に対応される権利

　　納税者は租税立法および税務行政手続において公平･公正にかつ丁重に遇される権利

　４．適正手鐘きの保障を受ける権利

　　その調査の必要な範囲での諸手続きを含めて、その調査の開示を受ける権利

　５．必要な情報提供を受ける権利

　　課税庁側が保有する調査情報について、その調査に当たって情報の提供を受ける権利

　６．善良な納税者の推定を受ける権利

　　税金に関して不誠実な行為をしない限り、善良な納税者として扱われる権利

　７．法律に基づく適正な税額のみを支払う権利

　８．不利益を受けた場合適切かつ迅速な救済を受ける権利

　９．異議申立て、不服審査請求を公平・公正な機関で受ける権利

１０．税務調査時等に税理士の助力を受ける権利

１１。税務調査の憲の代理人依頼権（専門家の代理人『税理士』のみで税務調査は可能で

　　　ある｡）

１２．調査結果の通知を文書により受ける権利

１３．プライバシーの保護を受ける権利

　　　自己の税務情報に関し、法律の定める目的以外にその情報を利用されない権利を有

　　　し、自己の税務情報にアクセスし訂正を求める権利

１４．オンブズマン制度を導入し公正な第Ξ者に苦情を申し立てることができる権利
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VI.おわりに

　わが国では、昭和37年に制定された行政不服審査法および国税通則法において昭和45

年に不服審査制度の改正が行われ、国税不服審判所が創設されたことにより、事後救済手

続は一応整備されたと言われている。

　しかし、納税者の権利を保護するには事後救済手続のみでは不十分である。さらに、平

成５年に制定された「行政手続法」から税務手続の分野については、国税通則法が独白の

規定を有しているとして、税務行政手続の大部分が適用除外とされたことなどを考えると、

納税者の権利が保護されているとは言えない。

　債権債務という考えからすると、国が国税債権者そして国民は租税債務者である。国税

債権はこれに優先権を付与しており他の債権と区別している。租税債務者の義務規定は既

に法律に盛り込まれて施行されている。この観点からしても法律に債権者債務者平等の権

利義務規定を設けることは当然である。

　税務行政手続の「公正の確保と透明性の向上」を図り、納税者権き|』11」益の保護を図るた

めには、欧米等の国において制定され施行している納税者権利章典をわが国にも導入し、

税務行政運営の基本理念とすべきである。

　よって、国税通則法に、「税務行政の公正の確保と透明性の向上を図り、納税者の権利利

益の保護に資する」旨の文言を追加するとともに、「納税者権利章典を制定する」と法定す

ぺきである。

※1　質問主意書の内容

(1)各種租税法等で、税務調査手続について事前手続について事前手続が具体的に記されて

　いるのであれば、その法律名と条文を示されたい。

(2)先進諸国の権利憲章等で共通している　イ、丁重かつ配慮ある対応　口、誠実性の推定

　ハ、文書による事前通知　ニ、調査理由の開示　ホ、納税者憲章の交付または情報の提

　供　へ、調査期間の制限、再調査の禁止、　ト、結果の通知(是認通知等)　これらの

　項目が定められている租税関係法規があるとすればその法律名と条文を示されたい。

※2　橋本総理大臣の答弁書要旨

（1）諸外国の納税者権利憲章において、納税者の権利として掲げられている項目およびその

　法的位置付け等は、各国によって異なっており、必ずしも共通するものではないと承知

　している。わが国においては、かかる諸外国の納税者憲章に掲げられているような納税

　者の権利については、日本国憲法84条に定められているいわゆる租税法律主義の下、国

　税通則法（昭和37年法律第66号）その他の国税に関する法律（以下･「各税法」という）

　において具体的な規定が股けられているものがあることおよび各税法の具体的規定等の

　趣旨に則した適正な税務行政により、基本的にその保護が図られている。税務調査につ

７



　いては、例えば、所得税法（昭和40年法律第33号）第234条に質問検査権に関する規

　定が設けられているが、最高裁判所の裁判例によれば、「質問検査権を行使しうるべき場

　合につき、具体的かつ客観的な必要性のあることを要件としており、質問検査の範囲、

　程度、時期、場所等、権限ある収税官吏の合理的な選択に委ねられていると解される実

　施の細目についても、質問検査の必要と相手方の私的利益との衡量において社会通念上

　相当な限度内という制限を課して客観的にその範囲を画定している」と解されている（昭

　和58年７月14日最高裁判所判決）。したがって、質問検査の範囲、程度、時期、場所等

　の税務調査の実施の細目は、権限ある税務職員の合理的な選択に委ねられており、質問

　検査の必要と相手方の私的利益との衝量において社会通念上相当な限度内という制限を

　課して、客観的にその範囲が画定されているものと考えている。また、国税庁において

　税務行政を遂行する上での基本原則を税務職員に示した税務運営方針（昭和51年４月１

　日）は、一般の税務調査においては事前通知の励行に努めること等としている。税務調

　査における納税者の権利は、このような質問検査に関する所得税法第234条を始めとす

　る各税法の規定、税務運営方針の趣旨に則した適正な税務行政を通じて保護が図られて

　いるところである。

（2）ご指摘のイからトまでに掲げられている項目は、必ずしも各国の納税者憲章等に共通し

　て掲げられているものではないと承知している。例えば、アメリカ合衆国の「納税者権

　利章典」および「納税者としてのあなたの権利」においては、誠実性の推定、税務調査

　の事前通知および調査期間の制限に問する項目は掲げられていないと承知している。

　わが国においては、ご指摘のイからトまでに掲げられている項目については、調査の目

　的を達成することができなくなるような場合を除いて事前通知を行うこと、必要に応じ

　て概括的な調査理由の開示を行うこと、再調査は新たな資料情報等によって先の調査で

　把握した所得金額が過小であることが判明した場合等に行うこと等、所得税法第234条

　を始めとする各税法の規定、税務運営方針等の趣旨に則した適正な税務行政を通じて、

　基本的にその保護が図られているところである。
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歳入庁(ＩＲＳ)再編成改革法〔1998〕

iRS，Restructuring and Reform Act of 1998 USA－

財務長官

Ｉ

大統領 議 会

(年次報告･長官解任勧告)

Ｓ

監　査　委　員　会

９名（大統領任命）

３名 ６名

　　　首　席　雇　問

(財務省から任期･3年－５年)

長官（任期･3年→５年）

ハイレベル執行部門の申告

　　監査干渉→違法

　　　　　　（改革）

職員（地域別→納税者別）

職員組織代表

(納税者援助命令､年次活動報告)

全国納税者保護委員

(財務長官任命､監査委員会推羞)

民間

(苦情目録)

{調査等j

{権利保障}

納　税　者

○(申告)

　電子申告、障害者等

　の救済、利息と制裁

　金の取扱い

○(調査･徴収)

　面談の場合の納税者

　の権利、反面鯖査の

　保護、差押・召喚状

　の適正手続

○(争訟)

　合意更正手続の改

　正､立証責任の改正、

　勝訴費用等の取扱い

いわゆるオンブズマン制度

右山昌一郎著「税務行政における適正手続きのあり方」



各国の納税者権利

陽二務］

　各国の憲章等の要旨を紹介します。なお、改正等がなされた国々もありますが、本誌では文末記

載の文献を資料としております。











【参考文献等】

　※「世界の納税者権利憲章」　中小商工業研究所2002年発行／湖東京至編著

　※1先進諸国の納税者権利憲章』中央経済者1993年発行／石村耕治著

　※長谷川　博ホームページhttp://www.h-hasegsa.net/
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